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What supports the growth of volunteer activities 
 
 
























奨励賞の種類と贈呈金額は、一般奨励賞：1 件 30 万円、特別奨励賞：1 件 50 万円で、奨励賞の選考対象
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付いただく手法をとった。郵送調査期間は平成 28 年 3 月 7 日～4 月 8 日である。インタビュー調査は、平
















いた（回収率 65.4％）。複数回答（以下 MA）は 2つまでの選択とした。 
なお、北海道の社協の数は、179 市町村と政令指定都市の札幌市（札幌市は 10 区であるが札幌市は１で
カウント）。総合振興局・振興局（以下振興局）は 14 カ所である。ボランティア奨励賞受賞団体は、350






現在も継続して活動している団体は、350団体のうち 253団体 72.3％、廃止休止が 83団体 23.7％、不明
が 9 団体 2.6％であった（表１）。廃止、休止の原因としては、高齢化によるものが 14 団体。中高大学専
門学校の廃校・統合・移転によるボランティアクラブ（局）の廃止と会員の減少が各 6 団体(計 12 団体)で
あった（残り 57 団体は未記入＝社協で把握していない）。なお、活動の継続状況においては、市町村別、
人口別とも継続率に違いが見られなかった。ただし、振興局別活動の継続率（表 2）では違いが見られ、一
番継続率が高かったのが、日高振興局の 100％、低かったのは檜山振興局の 20％であった。 
 
表１ 活動の状況   
  団体数 ％ 
継続 253 72.3 
廃止 83 23.7 
休止 5 1.4 
不明 9 2.6 

















受賞回別（受賞年度）の活動の有無では、当然の結果ではあるが、第 1 回～10 回の継続率が 45 団体
57.0％と低く、受賞回が最近ほど、継続率は高い（表３）。 
  表３ 受賞回数別活動の有無 
  
活動の有無 
合計 継続 廃止 休止 不明 
第 1回～10回 
団体数 45 28 1 5 79 
 ％ 57.0 35.4 1.3 6.3 100.0 
第 11回～20回 
団体数 49 29 3 0 81 
 ％ 60.5 35.8 3.7 0.0 100.0 
第 21回～30回 
団体数 81 18 1 2 102 
 ％ 79.4 17.6 1.0 2.0 100.0 
第 31回～39回 
団体数 78 8 0 2 88 
 ％ 88.6 9.1 0.0 2.3 100.0 
合計 
団体数 253 83 5 9 350 
 ％ 72.3 23.7 1.4 2.6 100.0 
  
（３）人口別の受賞団体数 
人口別の受賞団体数では、10,000 人～30,000 人の人口規模の市町村が 79 市町村 22.6％と一番多かった
(合併後での市町村で集計) （表４）。 
 
  活動の有無 受賞団体合
計 継続 廃止 休止 不明 
日高 7 0 0 0 7 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 
胆振 20 3 0 0 23 87.0 13.0 0.0 0.0% 100.0 
石狩 12 5 0 4 21 57.1 23.8 0.0 19.0% 100.0 
留萌 3 4 1 0 8 37.5 50.0 12.5 0.0 100.0 
檜山 2 5 1 2 10 20.0 50.0 10.0 20.0 100.0 
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表４ 人口別の受賞団体数 
  団体数 ％ 
5000人未満 39 11.1 
5000人～10,000人未満 61 17.4 
10,000人～30,000人未満 79 22.6 
30,000人～100,000人未満 42 12.0 
100,000人以上 71 20.3 
札幌市 58 16.6 




活動年数は、30 年以上が 51.2％ともっとも多く(表５)、団体人数は 20 人未満が 41.6％である(表６)。
団体メンバーの中心年齢は、60代以上が 57.1％であった(表７)。 
 
表５ 活動年数                   表７ 団体メンバー中心年齢（MA） 










団体人数の増減については、変わらないが 72 団体 43.4％と全体の約半数を占め、続いて減っているが、
65 団体 39.2％と全体の約 3 分の 1 を占めた。一方、増えているはわずか 29 団体 17.5％にとどまった（表
８）。 
  表８ 人数の増減 
  団体数 ％ 
増えている 29 17.5 
減っている 65 39.2 
変わらない 72 43.4 
合計 166 100.0 
 
（３）団体メンバーの主な職業（MA） 
団体メンバーの主な職業については、主婦・主夫（仕事を持っていない方）が 111 団体 33.6％と全体の
3 分の 1 を占め、続いて定年退職後の方が 86 団体 26.1％と全体の 4 分の 1 を占めた。一方、企業・公務




  団体数  ％ 
5～10 年未満 6 3.6 
10～20 年未満 29 17.5 
20～30 年未満 44 26.5 
30 年以上 85 51.2 
無回答 2 1.2 
合計 166 100.0 
  団体数 ％ 
10代 18 5.4 
20代 7 2.1 
30代 4 1.2 
40代 7 2.1 
50代 36 10.9 
60代 106 32.0 
70代 83 25.1 
ばらついている 13 3.9 
無回答 57 17.2 
合計 331 100.0 
  団体数 ％ 
10人未満 29 17.5 
10～20人未満 40 24.1 
20～30人未満 27 16.3 
30～50人未満 27 16.3 
50～100人未満 30 18.1 
100人以上 13 7.8 
合計 166 100.0 
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活動頻度については、週 1～2回程度が 72団体 43.4％と 
全体の約半数を占め、続いて月 1回程度が 32団体 19.3％
と全体の 5 分の 1 を占めた。また、ほぼ毎日が 19 団体
11.4％と毎日活動している団体が 1割もある（表 10）。 




19.3％。続いて障害者の福祉活動（障害者の介護、手助けや手話・点訳など）が 47 団体 14.2％であり、こ
の２つの活動分野で 3分の 1を占めた。特に少なかったのは、人権擁護に関する活動（DV・虐待防止、自殺
防止、女性の抱える問題、差別撤廃など）がわずか 1団体 0.3％にとどまった（表 11）。 
  表 11 活動分野（MA） 
 
（６）団体活動について‐どこでどのような支援を受けているのか、まだどんな支援を期待しているのか 
ボランティア支援機関利用の有無については、利用しているが 116 団体 69.9％と全体の 70%であり、利
用していないが 34団体 20.5％であった（表 12）。 
利用している支援機関については、社会福祉協議会（ボランティアセンター）が 114 団体 67.1％と全体
  団体数 ％ 
企業 20 6.1 
公務員 7 2.1 
団体職員（社法、社協、NPO含む） 5 1.5 
自営業 13 3.9 
主婦・主夫（仕事を持っていない方） 111 33.6 
定年退職の方 86 26.1 
学生 21 6.4 
現在求職中（仕事に就いていない） 1 0.3 
その他 9 2.7 
無回答 57 17.3 
合計 330 100.0 
表 10 活動頻度 
  団体数 ％ 
ほぼ毎日 19 11.4 
週１～２回程度 72 43.4 
月１回程度 32 19.3 
年１回 1 0.6 
年数回程度 16 9.6 
その他 24 14.5 
無回答 2 1.2 
合計 166 100.0 
 団体数 ％ 
高齢者の福祉活動（高齢者の話し相手や介護、送迎等車の運転等） 64 19.3 
障害者の福祉活動（障害者の介護、手助けや手話・点訳など） 47 14.2 
子育て（乳幼児）に関する活動（子育てサロンや乳幼児の保育世話等） 9 2.7 
青少年（児童）の健全育成に関する活動（不登校児童支援、児童の学習支援、体験
学習） 9 2.7 
健康や医療に関する活動（病院や保健機関等でのボランティア等） 5 1.5 
教育、文化、スポーツ振興（PTA 活動、少年野球のコーチ、社会人講師、おまつ
り、郷土芸能の保存、郷土の歴史編纂など） 9 2.7 
地域の美化・環境保全に関する活動（道路・公園や河川の美化・清掃、自然保護、
リサイクルなど） 23 6.9 
災害時のボランティア活動（現地での活動、援助物資や資金の募集） 3 0.9 
防災、防犯、交通安全等、地域社会を暮らしやすくするための活動 4 1.2 
人権擁護に関する活動（DV・虐待防止、自殺防止、女性の抱える問題、差別撤廃な
ど） 1 0.3 
国際交流・国際協力に関する活動（日本にいる外国人の支援、異文化交流、海外で
の地域開発・福祉活動など） 7 2.1 
まちづくりなどに関する活動（まちづくり協議会・コミュニティ協議会等の活動な
ど） 17 5.1 
自治会・町内会・地区社協・福祉委員・子ども会等の活動 15 4.5 
その他 56 16.9 
無回答 62 18.7 
合計 331 100.0 
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の 3分の 2を占めた。一方、ボランティア協会（社会福祉協議会以外）・生涯学習関係のセンター・市民活
動や NPO活動を支援する NPO(NPO支援センター等)は、19団体 12.1％にとどまった(表 13)。 
支援機関に期待している支援については、「活動費等の助成」が 43団体 25.9％と全体の 4分の 1を占め
た。また、「事務所や活動拠点の提供」が 16 団体 9.6％、「ボランティア募集への協力」が 15 団体 9.0％、
「活動・組織運営に関する相談」が 13団体 7.8％であった(表 14)。 
 
表 12 ボランティア支援機関利用の有無 
  団体数 ％ 
利用している 116 69.9 
利用していない 34 20.5 
無回答 16 9.6 
合計 166 100.0 
表 13 利用している支援機関（MA） 
  団体数 ％ 
社会福祉協議会（ボランティアセンター） 114 67.1 
ボランティア協会（社会福祉協議会以外） 7 4.1 
生涯学習関係のセンター 5 2.9 
市民活動やＮＰＯ活動を支援するＮＰＯ(ＮＰＯ支援センター等） 7 4.1 
行政機関のボランティア活動支援部署 25 14.7 
その他 12 7.1 
合計 170 100.0 
表 14 支援機関に期待している内容 
  団体数 ％ 
活動・組織運営に関する相談 13 7.8 
活動に関連する研修機会の提供 8 4.8 
ボランティア募集への協力 15 9.0 
事務所や活動拠点の提供 16 9.6 
活動に必要な備品や機器の貸与・提供 4 2.4 
活動費等の助成 43 25.9 
助成金に関する情報提供 6 3.6 
その他 5 3.0 
NA 56 33.7 




活動を企画している」が 81 団体 24.5％と全体の 4 分の 1 を占め、続いて「社会福祉協議会」が 62 団体
18.8％であった。また、「高齢者を対象とした福祉施設」「障害児・者を利用対象とした福祉施設」を合わ
せると 53団体 16.1％であった(表 15)。 
表 15 活動の要請機関（MA） 
  団体数 ％ 
高齢者を対象とした福祉施設 34 10.3 
障害児・者を利用対象とした福祉施設 19 5.8 
児童を対象とした福祉施設 3 0.9 
その他を対象とした福祉施設 1 0.3 
社会福祉協議会 62 18.8 
福祉団体（作業所、親の会、介護 NPO等） 7 2.1 
病院 3 0.9 
学校 11 3.3 
図書館・博物館 7 2.1 
その他のＮＰＯ・ＮＧＯ 1 0.3 
行政 16 4.8 
機関団体のプログラムや要請ではなく自分達で活動を企画してる 81 24.5 
その他 22 6.7 
無回答 63 19.1 




昨年度の予算規模については、20 万円未満が 53 団体 31.9％であるのに対し、50 万円以上が 32 団体
19.2％と約 2割であった(表 16)。 
収入源については、会費が 119 団体 35.8％と一番多く、続いて毎年決まって助成される助成金・補助
金・委託金が 101 団体 30.4％となっている。一方、事業収入・バザーやリサイクル活動等による収入を合
わせてもわずか 21 団体 6.3％にとどまった。その助成金の支出元については、社会福祉協議会が 70 団体
57.4％と全体の半数以上を占め、続いて行政等公的機関が 26団体 21.3％となっている(表 17)。 
 
表 16 予算規模（年額） 
表 17 収入源（MA） 
  団体数 ％ 
会費 119 35.8% 
事業収入 12 3.6% 
バザーやリサイクル活動等による収入 9 2.7% 
個人や企業からの寄付金 15 4.5% 
毎年決まって助成される助成金・補助金・委託金 101 30.4% 
毎回は助成されない助成金（社協、共募、助成財団等） 17 5.1% 
その他 14 4.2% 
無回答 45 13.6% 




団体 15.2％と最も多く、続いて「ボランティア募集への協力」が 46 団体 13.9％と次に多い値となった。3
番目に多かった回答が「ボランティアの研修・講座等の研修機会の提供」が 37 団体 11.2％とであった(表
18)。 
 
表 18 支援団体からの必要な支援（MA） 
  団体数 ％ 
ボランティアの研修・講座等の研修機会の提供 37 11.2 
他の団体・グループや企業等との交流機会の提供や連絡調整 24 7.3 
活動に関する相談窓口の整備・充実 9 2.7 
ボランティアリーダー・コーディネーター等の養成・配置 13 3.9 
ボランティア募集への協力 46 13.9 
活動事例等を紹介する情報誌の発行 7 2.1 
活動に必要な経費の援助 50 15.2 
活動に必要な備品や機器の提供 24 7.3 
福祉教育や体験月間の設定等活動を 体験する機会の提供 3 0.9 
活動先の紹介や活動プログラムの開拓 12 3.6 
事務所や活動拠点の確保・整備 15 4.5 
ボランティア保険制度の充実・普及 10 3.0 
活動への評価・表彰制度の創設・充実 5 1.5 
ボランティア休暇・休職・休学等の制度の創設・拡大 1 0.3 
その他 11 3.3 
無回答 63 19.1 
合計 330 100.0 
  団体数 ％ 
５万円未満 14 8.4 
５～１０ 万円未満 14 8.4 
１０～２０万円未満 25 15.1 
２０～３０万円未満 21 12.7 
３０～５０万円未満 28 16.9 
５０～１００万円未満 16 9.6 
１００万円以上 16 9.6 
NA 32 19.3 
合計 166 100.0 
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（10）活動の隘路 
現在困っていることについては、メンバーが高齢化しているが 108 団体 32.7％と全体の 3 分の 1 を占め、
続いて新しいメンバーが集まらないが 71団体 21.5％と全体の 4分の 1を占めた。また、中心となるメンバ
ーが不足しているが 25団体 7.6％と全体で 3番目に多い値となる(表 19)。 
表 19 現在活動で困っていること（MA） 
  団体数 ％ 
新しいメンバーが集まらない 71 21.5 
中心となるメンバーが不足している 25 7.6 
メンバーが高齢化している 108 32.7 
メンバー間で活動に対する意見統一ができない 5 1.5 
メンバーの活動意欲が乏しい 4 1.2 
活動拠点がない 3 0.9 
活動資金が不足している 18 5.5 
研修機会が十分でない 9 2.7 
活動の内容がマンネリ化で今後の活動の方向性が分からない 5 1.5 
活動の中心となる指導者が不足している 11 3.3 
行政機関からの依頼がボランティアの自主性を損なっている 1 0.3 
団体の目的・使命に対する会員の意識が低い 5 1.5 
その他 12 3.6 
無回答 53 16.1 
合計 330 100.0 
 
（11）活動の意欲 
今後の活動意向については、現在の活動を続けたいが 124 団体 74.7％と最も多く、続いて現在の活動に
加えて、新たな分野の活動にも取り組みたいが 25 団体 15.1％であった。これに、ふたつを合わせると、
89.8％と 9割が活動を続けることを望み、さらに事業の拡大を考えていることもわかる。 
 表 20 今後の活動意向 
  団体数 ％ 
現在の活動を続けたい 124 74.7 
現在の活動回数を増やしていきたい 7 4.2 
現在の活動に加えて、新たな分野の活動にも取り組みたい 25 15.1 
わからない 3 1.8 
その他 6 3.6 
無回答 1 0.6 
合計 166 100.0 
 
（12）NPOへの意向 
NPO 法人格取得の有無については、現在取得しておらず、将来も取得するつもりはないが 121 団体
72.9％と最も多く、現在は取得していないが今後取得したいが、わずか 2団体 1.2％にとどまった。 
  表 21 NPO の取得意向 
  団体数 ％ 
取得している（手続き中含む） 5 3.0 
現在は取得していないが、今後取得したい 2 1.2 
現在取得しておらず、将来も取得するつもりはない 121 72.9 
現在取得しておらず、今後は分からない 36 21.7 
無回答 2 1.2 

















































 「平成元年の開院から 28 年、一昨年 2014（H26）7 月修理受付数（累計）が 8,000 個を超え 其の記事
が道新さんに掲載されました、昨年 2015（H27）8月 STV TVさんの”ふるさと再発見”の番組で取り上げら
れ同じく昨年 2015（H27）10 月 北海道知事より”北海道社会貢献賞”受賞。この様に行政の側にも認知
されてきましたが 新聞の記事で取り上げられるのが皆様の目につく一番だと感じます。修理依頼の数がグ
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 団体人数は 20 人未満が全体の 41.6％（表 6）であり、団体メンバーの中心構成年齢が 60 代 70 代で
57.1％を占めており（表 7）高齢化している。さらには、団体のメンバーが増えていると答えた団体はわず

















































































表 22 平成 24 年度における K 市ボランティア団体・個人の利用件数 8 
 団体 個人 
受付件数 3,473 回 317 回 
調整回数 4,903 回 1,887 回 
派遣回数 4,169 回 749 回 
派遣人数 5,814 人 1,163 人 
派遣時間 11,802 時間 1,507 時間 
利用者数 43,559 人 754 人 
 
（４）NPO法人化の課題 
 活動費の助成と社協の支援との関連で重要になるのが、NPO 法人化の課題であるが、調査の結果、NPO 法
人の取得は、5 団体であった（表 21）。下記は NPO 法人に関しての自由記述である『創設 25 年の節目の年
に大きな賞をいただき、大変励みになりました。本年は 30 年記念を予定しております。この間、2012 年に




























  社会福祉法人全国社会福祉協議会 2010年 7月 
・平成 21年度ボランティア・NPO活動団体実態調査票 富山県  
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